




































年法律第六六号、以下、公文書管理法と略記）でいうところの統一的管理を実態として行っている日本で唯一のアーカイブズ・大学アーカイブズである。文書館は 法人文書ファイル管理簿の管理から、現用文書および「特定歴史公文書等」とされる非現用文書とを問わず、広島大学に ける法人文書の実態を把握しつつ広島大学の法人文書を一元的に管理してい 。　
本稿では、国立大学法人化後の法人文書管理の実態について法人










決裁から事案が完結し、簿冊（ファイル して作成されるまでの過程と、簿冊の管理についてである。これを広島大学では、前者の過程について 「動態的管理」とし、後者については「静態的 」として類型化し、以下のように、職員の研修ポータルサイト「執務の手引き」に掲載している。
動態的管理
　　
  一つの法人文書が成立するためには、受領（接受）→配付→起案→回議（合議→決裁）→浄書→押印→発送という幾つもの段階を経て、多くの職員の手にその取扱いがゆだねられます。まして、日常多数の文書を処理しなければなりませんから、文書事務は極め 複雑なものとなります。 たがって、どの機関においても文書の処理に関する規程類（文書処理規則など）を定めて、その基準を示すとともに、それぞれの組織単位ごと 文書管理者（グループリーダー、支援室長等）を置いて、文書事務の正確、迅速な取扱いを期しています。また、文書事務の流れに従って文書の動きを明確に記録 おくことも必要不可欠なことです。そ ため 本学では文書管理システムを利用して の状態管理を行 います。静態的管理
　　























































広島大学の場合、広島大学法人文書管理規則及び広島大学法人文書の分類、保存、重要度 移管及び廃棄等に関する細則に基づき、 「法人文書の分類・保存期間・重要度基準表」が作成されている。この重要度とは、 広島大学法人文書ファイル保存要領（平成二三年八月二三日、理事（財務・総務担当決裁） ）において、 次 ように定められている。　
重要度Ⅳ…








































































30年 3841 4114 4451 4555 4628 4802 4906 5082 5233 5820 604（
無期限

























































であるのに対して、５年保存の法人 は、その執行過程に対応する文書で 場合が多い。なお、現在の規則では２年という 期間はなくなっている。　
このうち、保存期間１年と３年の文書は、証
明書の発出 どの庶務関係の書類が電子化されたことなどの影響から、基本的に、減少傾向にある。一方、７年保存の法人文書は激増している。 これは、 全学 共通事務室設置に伴う財務・会計の一元化と税法の関係で保存期間が統一されたことに起因するものであり、今後 部局などの７年保存文書は合理化され、減少するものと想定さ る。これに対し、一転して５年保存
表２　保存期間10年の法人文書ファイル数
H1（ H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H2（
本部
－ － －
2618 2（58 2661 2316 243（ 228（ 2814 2989
部局
－ － －
2350 2389 2228 1945 2101 2336 3340 3818





部資金依存率の上昇に伴う新規事業の発生により 多くの文書が作成されていること、およびスーパーグローバルに伴う学生（留学生）関係業務の急増による。これら５年保存文書は、一概 ルーティンワークというも でもないため、書類作成自体が新規立案と同じように労力がかかるものが多いと うのが実態である。このため、定数削減のなかで職員数を減らして る業務組織にとって、この５年保存の法人文書数が高位で推移しているということ 業務量が増加傾向にあることを示している（表３） 。　
以上、広島大学における法人文書の推移を保存年限から見たとき、

















914 9（1 554 304 305 381 461 486
２年
－ － －
18 4 6 0 0 1 0 0
３年
－ － －
2350 2410 1（80 896 （49 811 1021 1188
５年
－ － －
8800 9666 8869 （155 （01（ 8241 10903 10（50
７年
－ － －






1259 1358 838 158 1（5 151 2（9 300
２年
－ － －
50 51 19 2 1 0 0 0
３年
－ － －
4626 48（6 3283 1285 1199 1244 1591 1480
５年
－ － －
10199 10838 9841 6483 （230 803（ 10969 10696
７年
－ － －




１年 2160 2459 2248 21（3 2329 1392 462 480 532 （40 （86
２年 38 4（ 50 68 55 25 2 1 1 0 0
３年 6520 （1（6 （096 69（6 （286 5063 2181 1948 2055 2612 2668
５年 1（328 19012 19163 18999 20504 18（10 13638 1424（ 162（8 218（2 21446













会などの重要な会議に関するものが中心となっている。本学における企画・計画機能を教育推進グループなど、教育・学術・社会連携・医療政策・総務各室の企画部門 移動させたことに もない、立案機能から、重要会議と調整機能に重点を した結果を表していると言えよう。　
これにともない、教育室の教育支援（教育企画）グループ、教育



















H21 H22  H23 H24 H25 H26 H2（
学長室 301 学長室 318 学長室 223 学長室 21（ 学長室 226 学長室 202 学長室 184
総務部企画室 50
－ － － － － －
法人化対策室 6
－ － － － － －
－ － － － － －大学経営
企画室 29
－ － － － － －グローバル
化推進室 1
監査室 9（ 監査室 148 監査室 142 監査室 154 監査室 168 監査室 214 監査室 213
教育企画 G 46（ 教育企画 G 542 教育企画 G 3（6 教育企画 G 363 教育支援 G 381 教育支援 G 425 教育支援 G 443
教務 G 352 教務 G 552 教育支援 G 388 教育支援 G 206 教育推進 G 462 教育推進 G 555 教育推進 G 5（2
－
教養教育 22 教養教育 131 教養教育 151 教養教育 165 教養教育 195 教養教育 199
学術 809 学術 1046 学術 1056 学術 1139 学術 13（1 学術 29（（ 学術 188（
学活 G 648 学活 G （50 学活 G 642 学活 G 663 学活 G 662 学活 G （82 学活 G 836
経済 G 352 経済 G 36（
－ － － － －
入試G 363 入試 G 386 入試 G 169 入試 G 152 入試 G 13（ 入試 G 131 入試 G 155




－ － － － － －
学生部留学
生課
19（ 留学交流 G 666
－ － － － －
広報G 159 広報 G 193 広報 G 193 広報 G 221 広報 G 253 広報 G 395 広報 G 439






















医療政策室 129 医療政策室 194 医療政策室 224 医療政策室 22（ 医療政策室 255 医療政策室 331 医療政策室 （49
情報化推進G 332 情報化推進G 386 情報化推進G 326 情報化推進G 359 情報化推進G 412 情報化推進G 481 情報化推進G 48（
総務部企画室 116
－ － － － － －
財務部 1（35 財務企画 G 8（2 財務企画 G （4（ 財務企画 G （88 財務企画 G 824 財務企画 G 913 財務企画 G 891
経理部 68（ 経理 G （（1 経理 G 90（ 経理 G 1150 経理 G 1528 経理 G 2133
－
－
管財G 560 管財 G 502 管財 G 555 管財 G 569
－ －
－
契約G 346 契約 G 3（2 契約 G 49（ 契約 G 616
－ －
－
外部資金G 219 外部資金 G 396 外部資金 G 452 外部資金 G 1（21
－ －
－ － － － －
共通事務室 13（4 共通事務室 3（58
施設部 1064 施設企画 G 528 施設企画 G 404 施設企画 G 466 施設企画 G 523 施設企画 G 649 施設企画 G 689
（施設部） 460 施設計画 G 126 施設計画 G 50 施設計画 G 2002 施設計画 G 2016 施設計画 G 2133 施設計画 G 2241
－






















総務部 636 総務 G 8（0 総務 G 636 総務 G 1003 総務 G 990 総務 G 1141 総務 G 1305
総務部総務課 129
－ － － － － －
－ －
東京オフィス 1 東京オフィス 16 東京オフィス 152 東京オフィス 181 東京オフィス 161
－
リスクG 4（ リスク G 14（
－ － － －
人事G　 1309 人事 G 6（0 人事 G 50（ 人事 G 516 人事 G 498 人事 G 585 人事 G 12（3
総務部人事課 153
－ － － － － －
－
服務G 260 服務 G 242 服務 G 265 服務 G 333 服務 G 189 服務 G 433
－
職員福利G 524 職員福利 G 425 職員福利 G 440 職員福利 G 523 職員福利 G 609
－
H25 H26 H2（ 備　　考
男女共同参画 8 43 44 保育園関係を含む
調査、照会・回答 2   8 15
人事制度 1   1 12 照会・回答を含む
























成二八年には、広島市内の東千田キャンパス 霞地区学生の め 教養教育施設を兼ねた未来創成センターが新設されたもの 、一般職員は、約６％削減されている。これに対して、看護職員 ついては、約
50％も増員されている。このような人員構成の変化が背景となって、







Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ2（ Ｈ28
役員 10 9 8 8 8 9 9 9 8 9 10
常勤教員 1626 1612 1594 1581 1548 1544 1528 1498 1480 1495 1464
常勤教員（附属学校） 221 220 220 222 222 222 220 219 215 21（ 215
特任教員等 11 （（ 100 136 161 220 258 280 292 280 251
その他契約（教員） 561 585 6（0 （24 636 （09 （48 689 （28 （4（ （5（
一般職員 60（ 609 599 598 601 596 601 595 584 5（2 5（0
教室系技術職員 88 （8 （6 （5 （2 （2 （4 （6 （（ （5 （1
技能・労務職員 3 4 2 2 2 2 2 2 2 2 1
教務職員 20 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
海事職員 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10
看護職員 542 633 682 （32 （12 （30 （60 （（5 809 （98 816
医療職員 95 106 10（ 111 122 131 128 131 139 14（ 150
契約（職員） 892 10（（ 1161 1280 1356 1406 1453 1454 1494 1511 1549
非常勤 223（ 2448 2518 2854 2964 314（ 3111 2951 3156 34（3 3394







ねる副学長が責任を分担する、民間でい 事業 体制に近い形態に移行することとなった。この事業部体制は、一般企 では採用されなくなってい が、 大学において 類似した組織として病院組織がある。このことは、国立大学法人化以降、病院長出身者が二代続いて学長に就任した の背景になっているとも理解できる。同時に、国立大法人化により拡大された学長権限は、各室を担当す 副学長だけでなく、重要事業ごとに副理事という「部長級」の教員を教職員一体型の名のもとに大量 執行部入りさせることとなっている（表８） 。　
この結果、第一に、室・担当副学長ごとに、さらに副理事ごとに事





※ カッコ内は、業務職員 (事務職員 ) 及び非教員の内数。総数から内数を引いたものが教員出身者数となる。『広大通信』
から作成。
H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H2（ H28
常勤 35 3（ 35 33 30 33 3（ 35 35 35 36
契約・非常勤  6   6 11 13 16 15 15 14 14 15 15










牟田泰三学長 平成18年４月 1 5 1（1） 3 5 5 （（） 2 29（8）
浅原利正学長① 平成19年４月 1 2 3（1） 1 16（5） 2 23（6）
浅原利正学長② 平成21年４月 1 3 2（1） 2 3 19（8） 2 38（9）
浅原利正学長③ 平成24年４月 1 5 1（1） 3 3 21（8） 4（1） 2 40（9）
浅原利正学長④ 平成25年４月 1 5 1（1） 6 0 22（10） 5 2 42（11）
越智光夫学長① 平成2（年４月 1 5 1（1） 6 1 25（13） （ 5） 2 48（19）







変化なく存在し、むしろ、 の点についても外部資金導入の影響を受けて著しく業務が多様化 ている。すなわち、業務において、増分主義的（前例踏襲主義）な意思決定は基本的に従前と同じ業務量ながら、新規事業にともなう合理的決定を必要とするようになり、これに伴う立案等の調査・申請書作成に関する業務が増大したのである。また、競争的資金は、先端的あるいは大学の特性に合わせた特異な分野を対象とする研究資金が中心で ため、申請書作成にあたっての教 参画が不可欠となり、また、外部資金獲得を目的とする教員 業務組織内への参画も、飛躍的に増大することとなったといえよう。　
このようななか、文書管理は、 「動態的管理」において、それが増





でなく、契約職員等の人事関係記録にまで広がりを見せていることが改めて問題となっている。しかし、 これらの証明機能を有する簿冊は、恒常的に参照されるものではないため 必ずしも管理 行き届かなのが実態である。今後、情報公開および個人情報保護については 総務グループ、公文書管理については文書館が担うという役割分担ともに、証明機能を有す 簿冊 、現用の証明機能は人事部 有し、無期限保存及び
30年保存等、保存期間を超過せずとも必要な証明







は、他の国立大学でも見られることだろう。同時に、このような法人文書の多様化に伴い、外形標準的な類別化の導入だけでなく、親組織である大学の業務変化及びその理由と背景を理解しなければ 文書の評価・選別が困難であることはいうまでも い。親組織との連携は、より多様化す 業務に基づく法人文書を管理して くうえで、大学文書館にとっては必須の前提条件なのである。　
国立大学法人化後の国立大学は、大学の在り方ととも 、大学アー





１）  岡田泰司「公文書管理法施行後の法人文書管理及び法人文書管理システムの運用について」 『広島大学文書館紀要』第一三号、 平成二三年。
（










５）  村上淳子「広島大学文書館における法人文書管理の 状と課題」 『広島大学文書館紀要』第一八号、平成二八年、参照。
（

























































same  time,  the paper also  clarifies  one of  the most  important  role  in  the  future of  the 
Hiroshima University Archives that should manage the personnel  information such as the 
college register books or the personnel records to prove an individual.
